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飛騨高山ＤＸ推進官民連携プラットフォームの設立について

１．背景・経緯

人口減少・少子高齢化をはじめ様々な地域課題があるなか、行政においては、市民向けデジタ

ルサービスの導入、民間事業者のＤＸの取り組みに対する支援、市民のデジタルデバイド対策な

ど、民間事業者においては、市内事業者向けセミナー・展示会の開催、各事業所内の業務のデジ

タル化など、官民双方において地域のＤＸ推進に向けた取り組みがなされている。

今後、地域全体のＤＸ推進を加速化させていくためには、こうした取り組みを相互に連携させ、

発展・拡大できる体制を構築していくことが重要である。

高山市ＤＸ推進計画（計画期間：令和３年度～令和６年度）においても、市と民間事業者、産

業団体など地域のＤＸに関わるステークホルダー等で組織する「ＤＸ推進官民協働組織」の設置

に向けた意見交換を進めることとしており、本計画に基づき、これまで関係者と意見交換を行っ

てきた。

２．目的

地域のＤＸ推進に関わる多様な主体（ＤＸに関する知識や技術に関わらず様々な主体を想定）

同士が活発に意見や情報を交換できる環境を整備することで、地域でのＤＸ推進に向けた取り組

みの発展・拡大や新たな取り組みの創出を図る。

３．名称

飛騨高山ＤＸ推進官民連携プラットフォーム

４．構成 別紙

本プラットフォームの目的に賛同する事業所等、商工関係団体、観光関係団体、農林畜産業団

体、金融機関、市内高等学校、大学等研究機関、地域団体等のほか、市（行政経営課・関係部局）

等で構成する。

プラットフォーム内に会員からの提案により分科会を設置し、具体的な活動は分科会にて行う。

５．取り組み内容

・地域ＤＸを推進する人材の育成・確保（講演会・セミナー等の開催 など）

・企業等の生産性向上や競争力強化（産学民官保有データの共有・利活用 など）

・地域の課題解決や魅力向上（地域のデジタルデバイド対策 など）

・各分科会における個別課題解消に向けた取り組み
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６．スケジュール

令和６年１０月 飛騨高山ＤＸ推進官民連携プラットフォーム設立

会員募集、活動開始
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飛騨高山ＤＸ推進官民連携プラットフォーム　組織イメージ

飛騨高山ＤＸ推進官民連携プラットフォーム

別　紙

会員からの提案により分科会を設置
　観光DX、商工業DX、ロボット教育、
　ITリスキリング、駐車場・渋滞緩和、
　福祉・子育てDX　など

（分科会の例）　　【分科会の役割】会員からの提案により設置し、具体的な活動を行う

○○○AIカメラ（人流量計測）

地図情報を用いた情報発信 ○○○

商工関係団体

観光関係団体

 【取り組みの柱】　
　・地域DXを推進する人材の育成・確保
　・企業等の生産性向上や競争力強化
　・地域の課題解決や魅力向上　

市
（行政経営課・関係部局）

CDO補佐官(※ )

事業所等

農林畜産業団体

金融機関市内高等学校

大学等研究機関

地域団体等

連携協定組織

プログラミング教育

介護DX

高校生サロン

※ CDO補佐官：DXの推進、マネジ
　　　メントを主導するCDO(Chief Digital  

  Officer：最高デジタル責任者)
　　　　  である市長を専門的見地から補佐
　　　 　 する役割を担う人材
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